
事業者名　　信州ガス株式会社

円 円

402,330,273 23,569,612

386,301,421 17,959,612

38,871,594 5,610,000

294,131,827 61,305,064

29,644,867 23,900,967

23,531,093 3,477,358

122,040 10,906,079

218,400 8,320,574

218,400 165,119

15,810,452 724,341

5,500,000 1,848,126

160,500 4,413,000

10,149,952 7,549,500

138,953

△ 138,953

164,453,977 84,874,676

12,690,131

10,533,007 481,909,574

8,339,875 50,000,000

2,302,473 431,909,574

8,070,015 12,500,000

2,256,418 419,409,574

92,550,638 別 途 積 立 金 394,000,000

563,077 繰 越 利 益 剰 余 金 25,409,574

27,504,343

△ 356,000

481,909,574

566,784,250 566,784,250

関 係 会 社 短 期 債 権

未 収 入 金

附 帯 事 業 流 動 資 産

貯 蔵 品

株 主 資 本

原 料

前 払 費 用

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 短 期 債 務

利 益 剰 余 金

貸     借     対     照     表

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

2023年12月31日現在

有 形 固 定 資 産

製 造 設 備

供 給 設 備

附 帯 事 業 設 備

業 務 設 備

建 設 仮 勘 定

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

そ の 他 固 定 負 債

そ の 他 無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 合 計

出 資 金

そ の 他 投 資

預 り 金

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

流 動 負 債

未 払 金

資 本 金

附 帯 事 業 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

前 受 金

純 資 産 の 部

買 掛 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

資 産 合 計



 

個 別 注 記 表 

 

事業者名 信州ガス株式会社 

2023年  1月  1日から 

2023年 12月 31日まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま

す。 

  （ロ）たな卸資産 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、1998年 4月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 並びに、2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

供給設備  13～22年 

（ロ）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額

法によっております。 

（３）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き算出しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

（ハ）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 



 

（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．当期純損益金額 

      当期純利益                 23,750,575円                 

 

 


